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４　春季賃上げ妥結状況

　(1)　春季賃上げ妥結状況（令和４年）

連合 第7回(最終) 回答集計結果(令和４年７月５日) 経団連(大手企業)第１回集計(令和4年5月20日)

304組合 1,480,050人 30組合 99,310人 29組合 121,026人 89社

6,637円 (6,051円) 2,308円 (2,518円) 1,147円 (356円) 7,430円 (6,040円)

2.18% (2.02%) 0.67% (0.74%) 0.40% (0.13%) 2.27% (1.82%)

533組合 291,462人 53組合 30,249人 42組合 22,626人 (注)１　原則として,従業員数500人以上の

6,093円 (5,522円) 3,002円 (1,618円) 1,666円 (917円) 　　　企業を対象。

2.25% (2.06%) 1.02% (0.56%) 0.67% (0.37%) 　　２　158社(62.7%)の回答を把握したが、

740組合 135,270人 68組合 12,271人 69組合 12,112人 　　　このうち77社は平均金額不明等のため、

5,842円 (5,291円) 1,861円 (844円) 1,719円 (558円) 　　　集計より除外。

2.27% (2.05%) 0.70% (0.32%) 0.71% (0.24%) 　　３　（　）内の数値は、令和3年5月28日付

636組合 32,128人 86組合 4,122人 94組合 4,479人 　　　第1回集計結果。

5,461円 (4,885円) 1,633円 (855円) 1,464円 (755円)

2.24% (2.01%) 0.64% (0.35%) 0.62% (0.33%)

2,213組合 1,938,910人 237組合 145,952人 234組合 160,243人

6,474円 (5,831円) 2,090円 (1,197円) 1,536円 (679円)

2.20% (2.03%) 0.75% (0.44%) 0.62% (0.28%) 経団連(中小企業)第１回集計(令和4年6月10日)

(注)１　(　)内の数値は、令和３年7月5日付　第7回(最終)集計結果。

　　２　平均賃上げ方式は、賃上げ分が明確に分かる組合を対象に集計。

　　３　個別賃金方式は「純ベア」と「定昇込み」方式があるが、表中は「純ベア」方式の数値である。 249社

　　４　個別賃金方式の規模別の伸び率は労働基準局賃金課が計算。 5,219円 (4,444円)

1.97% (1.72%)

連合(有期・短時間・契約等労働者) 第7回(最終) 回答集計結果(令和４年７月５日) (注)１　従業員数500人未満の企業を対象。

　　２　252社(33.4%)から回答を把握したが、

賃上げ額 21.37円 (16.38円) 23.43円 (19.91円) 　　　このうち３社は平均金額不明等のため、

平均時給 1,057.31円 (1,023.96円) 1,047.00円 (1,038.77円) 　　　集計より除外。

賃上げ額 3,728円 (3,480円) 3,997円 (3,667円） 　　３　了承、妥結を含む。

賃上げ率 1.75% (1.64%) 1.85% (1.72%) 　　４　（　）の数値は、令和３年6月11日付

(注)１　(　)内の数値は、令和３年７月５日付　第７回(最終)回答集計結果。 　　　第1回集計結果。

規模計

平均賃上げ方式 個別賃金方式（組合数による単純平均） 平均賃上げ方式

（加重平均） 35歳 30歳 （加重平均）

1,000人
以上

主要21業種
大手252社

300～
999人

100～
299人

～99人

月給
100組合
27,425人

平均賃上げ方式

（加重平均）

17業種
754社

単純平均 加重平均

時給
337組合

754,004人
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５　夏季賞与・一時金妥結状況

第7回(最終) 回答集計結果(令和４年７月５日)

集計対象組合 対象組合員数 （参考）昨年対比 集計対象組合 対象組合員数

2,509組合 1,820,757人 2,435組合 1,406,199人

1,862組合 1,030,274人 1,814組合 1,078,620人

2,018組合 1,827,428人 1,933組合 1,781,130人

1,237組合 1,080,221人 1,136組合 1,183,121人

注　１ △はマイナスを表す。以下同じ。

　　 ２ 数値は組合員一人当たりの加重平均。
　　 ３ 2021年回答の数値は令和３年7月5日付第7回(最終)集計結果。

経団連第1回集計(令和4年6月21日)

社　　数 妥 結 額 増 減 率 社　　数 妥 結 額 増 減 率

総 平 均 105社 929,259円 13.81％ 104社 841,150円 △ 7.28％

製造業平均 93社 930,475円 15.11％ 99社 842,115円 △ 6.52％

非製造業平均 12社 922,512円 6.99％ 5社 832,485円 △ 13.46％

注 １　調査対象は原則として従業員500人以上、主要21業種大手253社。
　　２　20業種164社（64.8％）の妥結を把握しているが、うち59社は平均額不明などのため集計より除外。
　　３　数値は組合員一人当たりの加重平均（一部従業員平均含む）。
　　４　増減率は、各年の集計企業の前年の妥結額からの増減率を示したもの（同対象比較）。

一時金
2022年回答 2021年回答

夏
　
季

回答月数
2.33ヶ月

0.15ヶ月
2.18ヶ月

回答額
708,319円

２０２２年夏季 ２０２１年夏季

48,070円
660,249円

年
　
間

回答月数
4.87ヶ月

0.25ヶ月
4.62ヶ月

回答額
1,560,045円

39,921円
1,520,124円
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　(3)　中小企業景況調査による業況判断（ＤＩ）

（「好転」－「悪化」・％ポイント、前年同期比）

４－６月 ７－９月 10－12月 １－３月 ４－６月 ７－９月 10－12月 １－３月 ４－６月 ７－９月 10－12月 １－３月 ４－６月

合計 -17.3 -19.7 -23.9 -32.6 -66.7 -57.2 -46.4 -44.7 -25.6 -31.3 -23.6 -34.6 -19.4

製造業 -17.2 -21.9 -25.9 -37.3 -70.3 -65.2 -54.2 -44.5 -18.6 -16.8 -13.7 -21.6 -14.6

建設業 -1.9 -1.9 -3.4 -11.6 -38.1 -31.7 -23.9 -19.0 -16.2 -18.2 -14.6 -22.6 -20.6

卸売業 -20.2 -22.2 -28.1 -37.9 -69.8 -62.7 -50.0 -44.6 -20.2 -27.4 -17.3 -25.2 -12.5

小売業 -29.2 -30.4 -36.2 -41.0 -70.4 -57.5 -46.6 -47.7 -35.5 -45.3 -37.4 -47.6 -31.0

サービス業 -13.9 -16.6 -20.6 -29.9 -72.0 -60.4 -48.5 -53.3 -28.3 -37.7 -25.4 -41.4 -15.2

資料出所　中小企業庁「中小企業景況調査」

（注）１　本調査の調査対象企業は以下のとおり（全国で約１万９千社）である。

　　　　製造業、建設業：資本金３億円以下又は従業員３００人以下 卸売業：資本金１億円以下又は従業員１００人以下

　　　　小売業：資本金５千万円以下又は従業員５０人以下 サービス業：資本金５千万円以下又は従業員１００人以下

　　　２　「ＤＩ」とは、Diffusion Indexの略で、「増加」・「好転」したなどとする企業の割合（百分率）から、

　　　　「減少」・「悪化」したなどとする企業の割合（百分率）を引いた値である。

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年
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資料出所 中小企業庁「中小企業景況調査」

（％ポイント）

（注）前年同期比「好転」－「悪化」
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